

























































































































































































































































































































































































































































































1935（昭和10） 34 0．3 1，150 2．5 1．0 6 0．7
1950（〃25）ll，366100．0 45，279100．0 219．9 872 100．0
1953（〃28）27，034 237．8 107，070236．5 286．2 L940 222．5
1955（〃30）31，226274．7120，750266．7 297．4 2，140 245．4
1958（〃33）40，289354．5154，47334L2312．1 3，104 356．0
196G（”35）2，618462．9194，02G428．5 328．O 4，336 497．2
1962（〃37）8，986694．9277，707612．3 368．0 13，1721510．6














































































区 講 座 学　　科
?
消費者年　分
@　度 非　実　験 実　　　験 臨　　　床 非　実　験 実　　　験 物価指数
1935 4，081 8，652 9，776 1，500，250 ユ．0
1950 133，000 386，000 419，00022，5 0 353，000219．9
1953 274，000 802，000876，000126，000 367，000286．2
1955 253，793 942，85305，838 116，709 339，9352 7．4
1957 334，000 976，0001，059，000129，500 375，000308．9













































1963 ’64 ’65 ’66 ’67 ’68























附属病院収入 　　　12，855i11．3　73） 　　　　17，547i12．5　100） 　　　21，725i13．0　124） 　　　　21，975i11．1　125）　　　　24，718i10．8　141）　　　29，968i12．0　ユ71）
授　業　料　収　入 　　　2，143i1．9　85）
　　　　2，516
i1．8　100）
　　　　2，826
i1．7　112）
　　　　3，212
i1．6　128）
　　　　3，545
i1．5141）
　　　　3，776
i1，5150）
入学料及び検定料 　　　　　633i0．593）
　　　　　　680
i0．5　100）
　　　　　　917
i0．5　135）
　　　　2，007
i1．0295）
　　　　2，064
i0．9304）
　　　　2，051
i0．8　302）
学校財産処分収入 一
　　　　　ユ500　　　　　　♪
i1．1　100）
　　　　　ユ700　　　　　　戸
i1．0　113）
　　　　2，2ユ3
i1．1148）
　　　　2．782
i1．2　185）
　　　　4．997
i2．0　333）
用途指定寄付金受入 　　　　　　306i0．2　100）
　　　　　　456
i0．3　149）
　　　　　　460
i0．2　150）
　　　　　　450
i0．2　147）
　　　　　　500
i0．2　163）
受託調査試験収入 ???， 　　　　　　200i0．1　！00）
　　　　　　253
i0．2　127）
　　　　　　275
i0．1138）
　　　　　　389
i0．2　195）
　　　　　　413
i0．2207）
農場・演習林収入
（1．4） 　　　　　　908
i0．6　！00）
　　　　　　915
i0．5　101）
　　　　　　972
i0．5107）
　　　　　1，045
i0．5115）
　　　　　1，172
i0．5　129）
寄宿料その他収入 　　　　　　426i0．3　100）
　　　　　　537
i03　126）
　　　　　　568
i0．3　133）
　　　　　　696
i0．3163）
　　　　　　800
i0．3　188）
予　備　　収　入 一
0 　　　　　　200
i0．1　一）
　　　　　　200
i0．1　一）
　　　　　　200
i0．1　一）
0
計 　　　113，706i100　81）
　　　　140，800
i100　100）
　　　　167，590
i100　119）
　　　　197，189
i100　140）
　　　229，657
i100　163）
　　　250，438
i100　178）
注1）大蔵省r国の予算』各年度による。
　2）（）内の左の数字は構成比，右は1964年度＝IOOとした指数である。
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ており，附属病院収入がこれに次いで10％台を占めていたことである。第2
に，授業料収入は，1％台ときわめて少なく，入学料，検定料を入れても
2％台を占めるにとどまっていた。国立大学の学生施設が貧弱なのは授業料
が特別に安いからだというコメントが大蔵，文部両当局によってなされてお
り，早晩授業料の値上げ問題（学生・教職員の寄宿料の値上げ問題を含む）
が登場していくのである。第3に，学校財産処分収入ほかの特定収入が，特
別会計成立後に上昇傾向が見られたことにも注目しておきたい。
4　国立学校特別会計法成立時に見る論議と残された課題
　　　　　　　むすびにかえて一
　すでに見た通り，国立学校特別会計法は，1963年秋大蔵省側から「急拠」
導入が提案され，国大協などの意見を踏まえつつ大蔵・文部両者で検討が加
えられ，’64（昭和39）年2月7日池田内閣（第3次）のもとで閣議決定，2
月11日第46通常国会に提出された。提出された法案は，衆議院大蔵委員会
（委員長山中貞則）では2月19日提案説明し審議の上3月27日討論採決され
た。参議院大蔵委員会（委員長新谷寅三郎）では2月29日提案説明が行われ
審議された。衆議院での原案通りの採決を受けて4月3日討論採決，国会で
は公布月日等について一部修正の上，同日多数をもって可決成立，直ちに公
布施行された。
　同法は，「国立学校の充実に資するとともに，その経理を明確にするため，
特別会計を設置し，一般会計と区分して経理する」（第1条）との設置の趣旨
のもと全滅18条（及び附則）からなる法律である。法案には，この会計は文
部大臣が管理すること（第2条），会計の歳入出（第3条），国立学校の附属
病院の施設費を支弁するため必要があるときは，借入金をすることができる
こと（第7条）などを定めている。また，借入金の償還金及び利子（一時借
入金の利子を含む）の国債整理基金特別会計への繰り入れ（第11条），毎会計
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年度の決算上剰余金が生じた場合の積み立て（第12条），積立金，余裕金など
を資金運用部に預託して運用できること（第12条4，第15条），寄付金の委任
経理化（第！7条）などを定めている。
　この法案の衆・参大蔵委員会などでの質疑，マスコミなど世論の動向，国
大協第6常置委員会専門委員会などの法案に対するコメントを踏まえつつ，
この法案の性格と今後に残された課題を述べて本稿のむすびにかえたい。
　まず第1に，この法案成立と大学自治との関連についてである。この点
は，大蔵省側からの法案の提案が「急拠」行われ，文部省側や特に国大協側
（該当する個々の大学を含む）に十分な検討の時間が与えられないまま大蔵
省側の論理に「強引に」押し切られたのではないかとする国会内での質疑や
素朴な疑問とも関連するものである。既に見た通り’63年の中教審答申でも，
国立大学の会計制度については，なお慎重に検討する必要があるとし，ま
た，’64年1月23日の国大協大河内会長の意見（及び会長談話）でも，検討す
る充分な余裕が与えられなかったことは，手続上遺憾とする談話が行われた
ところでもあった。
　この点は，衆・参両大蔵委員会などの審議において法案成立に反対の立場
をとった社会党，共産党および民主社会党の議員からの質疑にもあらわれて
いた。例えば衆議院の日本社会党のト部政己議員は，同法案に反対する理由
の一つの中で，上記の「答申」や「意見」とほぼ同じ理由などをあげて「大
学の自治を否定する」ものだと批判した（33）。
　第2に，特別会計の増加と独立採算制度への移行と財政民主主義の原則と
の関連に関する疑問についてである。国立学校特別会計法が成立すると43の
（33）衆議院会議録第19号，昭和39（1964）年3月28日。ト部議員は，同日の衆議院本会議
　において，強引な提案が大学教育を無視するものであること，特別会計化が研究費の増
　額のため大学が土地を切り売りするなど教育研究の破壊につながること，国立大学の
　教育研究の収益事業化し一般会計からの繰り入れの減少につながる，などの理由をあ
　げて反対した。
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数多い特別会計となる。財政法第13条では確かにこれを認めてはいるが，単
一予算制度が財政民主主義の大原則であることに変わりはなく，特別会計を
さらに増やすことは予算の弾力性を失わせ予算審議の上からも財政民主主義
の原則に反するのではないかという疑問があり，この点も，委員会の質問な
どで出されている（34）。
　第3に，国立大学という教育と研究の場に独立採算制を前提とする特別会
計制度を適用することは，大学を研究・学問の場からいわばもうかる場へ追
いやる結果になるのではないか，教育の破壊につながるのではないかとの質
問が出されたところである（35＞。この点では，委員会審議中に文部・大蔵両省
とも一般会計からの繰’り入れ比率を下げないことを明示し，また2月27日付
をもって文部事務次官と大蔵省主計局長との間に「この特別会計は，国立学
校会計の独立採算を目的とするものではない。したがって，特別会計にした
ことを理由として授業料等の値上げを意図することはない」との覚書がかわ
され，4月2日，参画面大蔵・文教委員会連合審査会において公表されて，
4月3日の法案の成立にこぎつけたのであった（36）。
　国立学校特別会計制度への移行は，戦後高度成長期における国立大学予算
の膨張と「財政硬直化」を反映した大蔵省側の対応策を反映するものであっ
た。先にも見た通り防衛庁の財産に次ぐとも云われる国立大学の財産の流動
化（売却，交換）を容易にし，また，借入金（財政投融資の活用による）を
導入して，自己収入のある大学附属病院施設整備・拡尭への要請に応えるこ
と，経済界からの寄付金など「民間資金」の導入と活用を容易にする委任経
（34），（35）参議院会議録第15号。昭和39（1964）年4月3日。参議院社会党の成瀬幡治議
　員は，案件が議会民主主義を否定し教育を破壊すること，特別会計は乱用すべきでない
　こと，中教審の答申を踏みにじっていること，教育の場に企業会計，独立採算の考えは
　益するところ少ない，運用における大学の自主性を保証していないこと，などをあげて
　反対討論を行った。
（36）『東京大学百年史』通史皿，557ページ。
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理金制度の整備など，この時期の財政需要の増大への弾力的かつ機動的対応
を意図するものでもあった。
　では，特定収入としての国立大学の授業料・入学料・検定料収入の増加は
その後どうか。法案成立時の「覚書」にもかかわらず，先の表6にも見る通
り，特別会計移行後，これら特定収入はその後の大蔵省内からのなし崩し的
な値上げ一私立大学授業料との均衡を図るとの理由からの一が見られ出し，
この「政策」はその後も継続して今日に至っている。
　法案成立直後，各新聞等は，「一般会計の総枠の拡大を防止するための苦
肉の方策」「国立大学授業料値上げの布石？」などとするいくつかの批判的
な論調を掲げていた（37＞。各国立大学においても，種々論議を呼んだが，’69
年3月21日の『東京大学新聞』に，第6常置委員会専：門委員の武田隆夫教授
は，「特別会計制度を考える」との論文を寄稿され，特別会計法案と国大協の
「意見書」との相違点に言及された。教授の意見にはいくつかの注目すべき
論点があったが，法案の第7条で財政投融資の対象を附属病院の施設費にの
み限定したのは特別会計の弾力性を失わせる上で問題であること，国立大学
の財産使用を「昭和39年度に限り」（附則第6項）又は「当分の間」（附則第
7項）無償とするとしたこと，などを取り上げられ，「特別会計法が今後どの
ように運用されるかにかかっている」と指摘された点が注目を引いた。
　折しも，日本経済の高度成長に一つのかげりが見え，国税収入の鈍化と地
方財政の赤字，本格的な不況の到来と公共投資の拡大の中での「国債を抱く
財政」への移行の時期であったが，この時期に，戦後の特別会計法案の成立
を見たのである。戦前の特権的な時代に比べると様々な“制約条件”の下に
置かれた国立学校特別会計のその後の歩みは，まさに武田教授が危惧された
方向への歩みだった（38）とも云えるのである。
（37）例えば『毎日新聞』1964年4月4日余録ほか。
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（38）国立学校特別会計法が成立して14年後’78（昭和53）年5月，国立大学協会第6常置委
　員会は前述の財政問題報告書（注29）をまとめた。ここでは特別会計制度復活後の国立
　大学の予算制度は「その運用に若干の弾力性」をもちうることとなり，「所管する文部
　省の大蔵省に対する，自主性をある程度高めた」にとどまり，「文部省に対する大学の
　自主性の拡充には必ずしもならなかった」（同書，8ページ）と評価している。同書は
　　「大学財政の逼迫」の現状をもって結んでいることが注目される。なお，93年度秋の予
　算編成期には，大蔵省側から国立大学の授業料等学生納付金について，専門分野別の授
　業料の設定と増額改訂が提案される動きが見られたが，これに対して国大協は10月5
　日「国立大学の授業料の在り方について（要望）」を関係方面に提出し，この提案が高等
　教育の機会均等の実現を阻害し，若者の理工系離れを，促進するので到底容認できない
　と述べた。その後11月17日，18日の国大協の総会でこの問題を審議し，同様の趣旨を報
　道関係に発表している。これにつづき，例えば山口大学，岡山大学などいくつかの国立
　大学学長がこの問題への見解を地元新聞などを通じ発表した。
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